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大阪府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会

第５回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会

１　開会

○事務局　それでは定刻になりましたので、ただ今から「大阪府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会第5回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会」を開催させていただきます。委員の皆さま方におかれましては、年始のご多忙のところ、ご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。

　本会議は、大阪府の会議の公開に関する指針に基づき、大阪府自立支援協議会として公開にて開催することとなっており、本日も会長の許可を得て、傍聴の方も同席されております。また、本日お配りさせていただきました資料および議事録についても、後日大阪府のホームページで公開させていただく予定です。

　検討会において、個人のプライバシーに関する内容について議論をいただく必要がある場合は、一部非公開とし、傍聴の方にご退席いただくこととなりますので、委員の方におかれましては、個人のプライバシーに関する内容について議論をされる場合には、事前にその旨を会長までお申し出ください。

　それではここで、資料の確認をさせていただきます。本日お配りしております資料は七つとなります。

　資料１といたしまして「（ウ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）訪問看護サービス利用状況調査クロス集計結果」

　資料２といたしまして「（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）ケアホーム利用状況調査クロス集計結果」

　資料３といたしまして「（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）福祉サービス利用状況調査クロス集計結果（追加）」

　資料４といたしまして「事業所ヒアリングの報告」

　資料５といたしまして「（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）福祉サービス利用状況調査に基づく課題抽出（案）」

　資料６といたしまして「（ウ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）訪問看護サービス利用状況調査に基づく課題抽出（案）」

　資料７といたしまして「（エ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）ケアホーム利用状況調査に基づく課題抽出（案）」

　以上７件でございます。お手元の資料で、足りない物等はございませんでしょうか。

　それでは、以降の進行につきましては、会長にお願いしたいと存じます。よろしくお願いします。

○会長　はい。それでは、皆さん明けましておめでとうございます。今年もどうぞよろしくお願いいたします。

　国のほうから昨年出ました、重症心身障がい児（者）を巡る議論ですが、どうもまとまりがなかなか。両論併記といいますか、どうあるべきかというのが割れています。検討会の推進委員会の中でも少し割れている状態で、不透明なところがございますが、大阪府においてはこの調査を含めて、たんたんと進めていきたいと思っております。

　今日の議題でございます。まず１番目です。「訪問看護サービス利用状況調査クロス集計結果について」。それから「ケアホーム利用状況調査クロス集計結果について」。そして「福祉サービス利用状況調査クロス集計結果（追加）」というので、前回メンバーの会議の中で、少し事業所別の大きさによって違いがあるかないかという調査を、クロス集計でしてみたらどうかというご提案をいただきましたので、それについての追加の報告をさせていただくというところでございます。

　まず、議事の（１）（２）（３）を一括して、資料によって事務局から説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。

２　議事

（１）訪問看護サービス利用状況調査クロス集計結果について

（２）ケアホーム利用状況調査クロス集計結果について

○事務局　はい。それでは、まず資料１、集計表（ウ）訪問看護サービス利用状況調査につきまして、ポイントをご説明させていただきます。

　まず１ページの①事業所数につきましてクロス集計をいたしました。結果としまして、平成18年度に指定を受けた事業所が62.5％となっており、平成20年度以降は、毎年20事業所程度が増加しております。平成19年度以降、大阪市域では31事業所増加しておりますが、一方泉州圏域では６事業所しか増加しておりません。

　その下の表、運営主体が、どの主体が多いのかについて、分析いたしております。やはり、訪問看護ということで、医療法人が最も多く、次いで株式会社、有限会社という実態が見て取れます。

　次、２ページを見てください。職員体制について、分析しております。職員体制につきましては、②－１－１の表です。６名から10名の事業所が48.1％、５名以下の事業所が32.5％と、比較的小規模な事業所が８割を占めていることが見て取れます。なお、豊能圏域については、６名から10名の事業所が最も多く、70.5％を占めております。

　次に、３ページをお願いします。３ページの③障がい児（者）の利用者数について分析いたしました。①－１の表です。事業所数の表と比較いたしますと、大阪市域の事業所数が31.4％であったのに対し、実際の利用は17.3％となっております。

　その次の表、③－12、利用者数の運営主体別。やはり、医療法人の利用が最も多く、株式会社という形になっております。

　その下の表、③－21についてです。１－１の表と比較いたしますと、大阪市域の事業所数が31.4％であったのに対しまして、実際の利用は23.9％と低くなっております。障がい児と比べまして、平成19年度以降に指定を受けた事業所が多く利用をなされております。

　４ページを開けてください。③－22の表です。障がい者の利用者数等についてです。これは、株式会社の利用が最も多く、次いで医療法人という順番になっております。

　５ページです。４番、医療的ケアが対応可能な事業所数について、分析をしております。

　④－１、医療的ケア対応可能事業所数を見ますと、平成18年に指定された事業所が63.5％、その後、毎年10から20、医療的ケアに対応できる事業所が増えております。

　④－２、同じく運営主体についてです。これについては、医療法人が30％、株式会社が25％、医療的ケアに対応可能な事業所であるとお答えをいただいております。

　その次に、６ページです。医療的ケア対応時間別の事業所数です。⑤－１－１から順番に、早朝、日中、夜間。７ページの上は深夜という形で表を作成しております。いずれの時間帯におきましても、平成18年度に指定を受けた事業所が大半を占めており、早朝、深夜については10％以上となっております。一方、豊能、泉州圏域においては、早朝、深夜に対応できる事業所がございません。

　次に、11ページをご覧ください。医療的ケアの状況といたしまして、手帳別に分析しております。一番上の表、③－１でございます。障がい児（者）、それぞれ分析をしておりますが、身体障害者手帳につきましては、児童では１級が81.2％、障がい者では65.1％となっておりますが、いわゆる訪問看護事業所ということで、手帳を確認していない不明というものが、一定数で入っております。それを除くと、９割、８割の方々が１級の身体障害者手帳をお持ちだということが見て取れます。

　③－１につきましては２番目の表、療育手帳について分析をしております。児童ではＡが58.5％、障がい者では31.3％となっておりますが、同じく同じような理由で不明というものを数字上除きますと、それぞれ76.5％、50％という形で、Ａの方が多いというのは見て取れます。

　その下の表が、精神障害者保健福祉手帳ですが、これについては障がい児、障がい者ともに持っておられない、もしくは不明というのが多くなっております。

　その次、12ページをご覧ください。医療的ケアの提供状況について、５番で分析をしております。まず⑤－１、障がい児の市町村圏域別について分析をしております。どのような医療的ケアを提供しているかについてでございます。吸引が最も多いなど、高度な医療的ケアが上位を占めております。地域といたしましては、大阪市域、次いで北河内域が多いという順番になっております。身体介護につきましても15.9％を占め、医療的ケア以外のサービス提供についても、訪問看護事業所において提供されている実態が見て取れます。

　次は、同じく障がい者についての医療的ケアの提供状況について、⑤－１、下の表に書いております。障がい者につきましては、服薬管理が27.4％と最も多く、比較的軽度な医療的ケアが上位を占めております。地域という意味合いでは、大阪市、次いで北河内が多くなっております。障がい児と同様に、身体介護が15.1%を占めており、医療的ケア以外のサービス提供も実施されております。

　その次、13ページ、上の表です。⑤－２、医療的ケアの提供状況ということで、人員の提供状況について人数、職員体制ということで分析をしております。６名から10名の職員が組まれている体制のところで、吸引が最も多くなっております。表②－１－１より、11名から15名の事業所は33事業所、11.7％となっております。一訪問看護事業所当たりの利用者数は、8.1人と最も多くなっております。

　その次、その下の表、⑤－２です。これは障がい者について、同じ分析をおこないました。６名から10名の職員体制で、服薬管理が最も多くなっております。②－１－１より、11名から15名の事業所は33事業所という形になっており、一事業所当たりの利用者数は11.3人で、障がい児より若干多くなっております。

　続きまして、14ページをご覧ください。６番です。医療的ケアに関して課題と感じている点について、運営主体別にお伺いしております。⑥－１の表でございます。運営主体別の特徴というのは見られないのですが、いずれも看護師確保の困難性が指摘されております。57.6％、約６割が人材の確保が難しいという形でお答えいただいております。

　その次、⑥－２です。職員体制別の利用児数についてです。６名から10名の事業所において、医療的ケアが限定されていることを課題とされている割合が非常に高くなっております。

　次に、16ページをご覧ください。医療的ケアに対応できない理由について、お伺いしております。７－１、運営主体別という形ですが、看護経験がないというものが最も多く、次いで事業として対象外にしているところもございます。それぞれ看護経験がないというところが126中の46。対象外としているところが43という形で、約３分の１がそのような形でお答えいただいているのが、この表でございます。

　次に、17ページをご覧ください。医療的ケアの状況の中で、改善が必要ではないかということについて、それぞれ運営主体別にお伺いしております。⑧－１の一番上の表です。いずれも報酬基準の改善、緊急医療の充実、施設整備が必要であると指摘されております。なお、医療法人におきましては、緊急医療の充実が最も多く指摘されております。また、看護師の確保の困難から、介護職による医療的ケアの提供の範囲拡大が必要ではないかというお声も大きいです。

　その次に、⑧－１、上から３番目の表です。改善が必要と感じている内容、医療的ケアをおこなっておられないところです。これにつきましては、医療的ケア対応とほぼ同様に、必要な改善点として、報酬の改善、緊急医療の充実等々をいわれております。そのうち医療法人については、施設整備が最も多いのですが、株式会社、有限会社においては、報酬の改善、緊急のための地域医療機関の充実が訴えられております。法人ごと、やはり医療機関がやっているところは連携は取れているものの、その他のところは医療機関との連携、株式会社等々はないもので、その辺がそろわないかという点が指摘されました。

　まず資料１、訪問看護サービスの利用状況調査については、以上でございます。

　引き続きまして、資料２、ケアホーム利用状況調査に基づく分析結果について、ご報告を申し上げます。ケアホームにつきましては、医療的ケアをおこなっている事業所、ケアホームにお伺いしているという関係で、全データ的には16という形で少ないデータからのクロス集計になっていることを、まず最初にご報告を申し上げます。

　まず１ページ、これは事業所数ということで、指定年度別、市町村別という形で分析をしております。現に医療的ケアを提供しているケアホームがどのエリアにあり、いつからやっているかということです。これから見て取れますのは、堺市以南の泉州には、医療的ケアが必要な利用者の方がおられない。堺市には４という形でありますが、以南はないというのが見て取れます。

　次に、２ページ①－２、事業所数の指定年度別です。平成18年度以降受け入れを開始した所ばかりです。これは、平成18年度の、障害者自立支援法施行後の取り組みが始まっているのが見て取れます。

　その次に、その下の①－３、運営主体別市町村です。これを見ますと、社会福祉法人が８、ＮＰＯ法人が８と、財団法人や株式会社、医療法人については取り組みがおこなわれていないのが見て取れます。

　次に、６ページをご覧ください。これは３番、当該16のグループホームについて、同じグループホームで何人の方にケアをなされているかを盛り込んでいます。357名の方が、当該グループホームでお暮らしになられていると。つまり、いわゆる訪問型ですね。医療的ケアが必要な方と、医療的ケアが不必要な方々が同じホームで暮らされているのが見て取れます。

　次に、10ページをご覧ください。４番、医療的ケア対応可能事業所数という形で見ております。それにつきましても、先ほどもご説明をさせてもらったところですが、実際に取組んでおられるのが社会福祉法人、ＮＰＯ法人のみという形で、ＮＰＯ法人についてはほとんどが親の会さんや、当事者を抱える方々がたくさんいるところが多いのかなということです。

　次に、12ページをご覧ください。３番ということで、手帳の所持状況という表になっております。③－１、一番上は、身体障害者手帳についてでございます。１級をお持ちの方が25名、２級をお持ちの方が５名という形で、ほとんどの方が１級を持っていらっしゃいます。

　二つ目の表です。これは療育手帳です。Ａをお持ちの方が109名ということで、120名のうちほとんどの方がＡの手帳をお持ちです。

　次です。13ページをご覧ください。医療的ケアの提供状況ということで、どのような医療的ケアをサービス提供をしているかについて分析をしております。これにつきましては、⑤の２、上の表です。服薬管理が156中119ということで、大半を占めております。ただ、吸引や、経管栄養といった重たい医療的ケアについても、吸引については５名。３番の経管栄養についても２名という形で、重たいと言いますか、高度な治療が必要な医療的ケアについても、現行のケアホームにおいても提供がなされている現状が見受けられます。

　次に、14ページをご覧ください。６番、医療的ケアに関して課題と感じている内容についてでございます。⑥－１、運営主体別で分析をしております。これにつきましては、上の表におきまして、報酬の対象外とされていることや、医療事故のリスク、緊急時における対応、あと人員配置という課題があるということを、それぞれの事業種別や、職員体制別のデータからも一括して読み取ることができます。

　続きまして、資料３、福祉サービス利用状況クロス集計結果の追加ということです。前回、国の福祉サービス利用状況調査をご報告申し上げたのですが、いわゆる各事業種別ごとに規模別で対応時間。例えば大きなところであれば、夜間も対応してもらえるのかどうかについて分析をするために、一部データを出してくださいというご指示をいただきまして、整理をさせていただきました。

　⑧－１、三つの表の一番後ろを見ていただくと分かるのですが、やはり早朝、深夜については少ないことが見受けられます。あと、規模別という意味合いで、何らかの特徴的なことが分析できるかも見せていただいたのですが、規模が関係していることは、見受けることができませんでした。

　以上が、資料の１、２、３、クロス集計結果についてのご報告でございます。

○会長　はい。ありがとうございました。今の報告について、いかがでございましょうか。もう少しここが聞きたいとか、ここはどうなっているのかということがあれば、まずその辺りからいきたいと思いますが。いかがでしょうか。

　僕が聞くのはおかしいのですが、13ページは障がい児の場合は吸引が非常に多いと。障がい者の場合は、服薬管理が多いということになっているね。

○事務局　はい。

○会長　なんで。要するに、大人になる前に親元では見ることができなくなるというか、そういうことなのかな。そのまま大きくなれば、そのままずっと件数としては上がってこないと。統計的に言うと、あれなんだけども。その辺はどうなのか。

○事務局　あくまでも推測なのですが、障がい児については、いわゆる義務教育等の学校で対応されていますので、在宅で相当数されている。障がい者になる場合、例えば入院等で、在宅が数としては、どうしても少なくなるとは言えるのかなと。

○会長　それか、重症過ぎて、あれかな。親元では見ることができないとなるのかな。どうですかね。

○委員　僕が想像するとしたら、年齢的な問題もあるでしょうが、親御さんがやっていらっしゃるケースのほうが、圧倒的に多いのではないかなと、吸引に関しては。時間的にたんの量なんか、どんどん増えてくるので、回数、頻度が高いのです。それから考えれば、お母さんがやっていらっしゃるケースが多いのではないかなと、僕は想像ですが、思います。

○会長　いや、13ページですと、医療的ケアを提供しているというところで、訪問看護では吸引をする訪問看護の件数が228件あるのです。そのまま子どもが大きくなるわけですから、その状態は変わらないですね。

○委員　私が思うには、吸引などの前に、私たちの子どもは49歳で亡くなったのですが、私たちの子どもが小さいときに吸引する人や、そんな人たちはもう少し早く亡くなっている。

○会長　やはり。

○委員　私たちの子どもでも20歳までと言われていたのに、長生きしたのですが、それまでの間に亡くなってしまいます。もうつい最近ですね。最近と言うとおかしいですが、10年くらい前から吸引をする人が多くなってきたりしているので、その前は、それだけ障がいの重い人は、よう生きていなかったのです。

○会長　つまり、医療が発達したからこういう状況ですか。
○委員　医療が発達したからと、私はそう思っています。

○会長　それで、今の障がい者といわれる人々、調査で受けた方々は、医療があまり発達していなかったので。

○委員　私たちはそう思っているのですが、違うのかな。私たちの仲間たちから見ていたらね。

○会長　気管切開は、もうだいぶ前からやっていましたね。

○委員　数はものすごく増えています。

○委員　今、増えてきています、急に。

○委員　はい。

○会長　なんでやろう。

○委員　それはやはり、医療技術の発達と、機器ですね。家庭内でも医療的ケアが在宅でできるような機器の開発も、小型化の製品化が進んだということと、両面。

○会長　両面ですか。

○委員　保健所でフォローしている在宅の重症心身障がい児のお子さんの数だけでも、この５年間で２倍以上に増えています。

○会長　それは統計的に。

○委員　そうです。実数をつかんでいますので。

○会長　ほう。

○委員　子どもさんの部分が、僕は分からないので、それの比較ができないのですが、先ほど親御さんがやっているうんぬんと申し上げたのは、大人の場合というか、多く僕が知っているケースは、小さいときからずっと使っておられる方は、ある程度いらっしゃると思いますが、どちらかと言って、今までは吸引やそんなものは必要ではなくて、どんどんいわゆる重力に負けて舌根が沈下していったり、呼吸状態が悪くなったり、食べるのがうまくできない、えん下が上手にならなくて、鼻くうに入れたりとなって、当然吸引が必要になっていくという、加齢に伴っていく、そういう状況が変わっていく形で吸引していらっしゃる方が、僕は多いように思うのです。

　そうすると、そういう部分の経緯と、子どもさんの、そういうものが最初から必要であるということは、少し違うのではないかとは思います。

○会長　なるほどね。

○委員　そうですね。私たちでも40歳くらいから胃ろうになってから、ずっと家で自分たちでしていたし、人さまにしてもらったことはないし。

○会長　胃ろうね。

○委員　胃ろうになって、吸引がもうほとんど。

○委員　実際そうなったとき、親御さんがもうやっていらっしゃいますね。

○委員　はい。

○委員　やはり重症の心身障がい児に対して、在宅地域へ帰すというのが、基本的にこの20年間くらいでどんどん進んできていることがあるので、おそらく障がい者の人たちの対象の時代に比べて、非常に障がい児が気管切開をしたり、吸引が必要な対象者が増えてこられているのだろうと思います。

○会長　旧来に比べて。

○委員　旧来に比べて。

○会長　なるほど。それだけ重症であっても、生存というか、そういう仕組みが、在宅でもできているということですね、逆に言うと。

○委員　できるようになったのですね。ということは、その方々がそうやって成長していかれて障がい者になり、障がい児は増えていくから、どんどん増えていくのだろうと。

○会長　なるほどね。その辺りが、国のほうでも審議会でもめて、もめてと言ったらおかしいですが、原則どちらに置くかという議論がされていまして、そういった地域で生活をする仕組み作りが望まれているという考えと、やはりもっと施設を作らないといけないのだという考えと、どうも拮抗（きっこう）していまして、なかなか両論併記といいますか。原則は地域で生きるということなのですが、重症心身障がいの子どもの場合に、どちらかと言うとそういった議論が多いのです。

　こういった医療技術がある意味で言うと、箱物の論理を越えて増えてきていると理解していくと、今は子どもは228だけれども、今度大人が、これがどんどん増えてくるということが予測される。しかも加速度的に増えてくるという。

　特に、高齢者も多いですね。胃ろうをされている方もいれば、たんの吸引の方もいますから、そうするとその辺りが両方相まって、その地域でそういう方々を受け止めて。

　好むと好まざるにかかわらず、そんなに施設が増えるわけがないですから。そうすると、そういうシステムも作っていかなければならないというのが、こういった統計上からも言えるだろうということになるのかなとは思っていますが。

　今現在、服薬管理が636というのは、どんな感じの服薬管理なのですか。もう少し説明してください。

○事務局　アンケートの中におきましては、服薬管理という一くくりの中でお伺いしておりますので、具体的にどのような薬をというところまでは、すみません。データ的には出ていないのです。ですから、一般的に親御さんから何時にこの薬をあげてくださいというのを、利用者の方に提供するという。そういう行為のみです。

○会長　なるほど。パルスオキシメーターは、子どもより大人のほうが多いのか。重症心身障がい者だったら、パルスオキシメーターが多くなっている。
○事務局　ただ、分母が大人を２にすれば、子どもは１ですので、たぶんパルスオキシメーターについては、ほぼ同数なのかなと。

○会長　同数。

○事務局　はい。

○会長　ああ、そうか。比べる母数が違うから。はい、分かりました。

　私が聞いてしまいまして申し訳ないですが。どうぞ、ほかの委員の方、ここが分からないとか。

○委員　先生、先ほどの地域で生活をするのですが、親としては、ぜひとも自分の手元で育てたいと思って、気管切開をして、呼吸器を付けて、それで預かってもらうところはなかったわけですね。

○会長　はい。

○委員　それで、家へ連れて帰って家で見ていたのですが。結局24時間なのです。昼間は訪問看護さんが来てくださるし、ヘルパーさんが来てくださったりするので、何とかお母さんができるのですが。

　夜はもう全然お父さんかお母さんのどちらかが寝られないのです。それでも一生懸命頑張っている友達も、まだいるのですが。

　そうなってきたら、いつか言いましたように、この子をどうにかしたいと。お父さんはそんなことを言い出すのです。一晩中見ていられないと。このまま生きていてどうなのかなということをずっと思い出すとか、愚痴をしょっちゅう言ってくるのです。堺市の場合はおかげさまで、今度健康福祉プラザができますので、それまで頑張ってと言うのですが。

　また、今言っている人が、社会福祉法人びわこ学園へ入れているのですが、こちらに引っ越してきたから連れて帰ろうかと思うのだけど、どうかなという相談を受けた場合に、果たして地域で生活をするのに、昼間はいいです。でも24時間は、どうにもしかたがないのです。お願いするにしても。

　夜、アラームが鳴ってくれなかったらいいのにと思うのに、しょっちゅう鳴るらしいですね、あのアラームは。

○会長　そうですね、アラームは。

○委員　その度に吸引をしないといけないとかになってくるので。私は地域では無理なのだろうなと。このごろ、連れて帰ろうと言ったのですが、無理なのだろうな、ここまできたら。呼吸器を付けてしまったら。地域では、どうしても夜まで。24時間というのは、本当に酷な話で、聞く度にいやあと思うのですが。

　堺市の場合、おかげさまで平成24年まで待とうや、もう少し辛抱しいやと言いながら、待ってもらいますが。それでも入れるかどうか分かりませんが。

○会長　そうですね。ただ、やはり地域の高齢者で、いわゆるがん末期の方や、24時間介護が要るような方は増えているのです。だから、重症心身障がい者の24時間介護体制のようなものが。

　要するにご夫婦で片一方ががんになったり、あるいは気管切開をしたり、そういう医療的ケアが24時間要るような方。奥さんが献身的にやっていらっしゃるのです。

　そうすると、できないのでと言って、今度は障がいのサービスを使われる。１級を取ってね。

　それで、高齢者の施設などでお世話になっているという。そういう、言えば重症心身障がい児の場合は両親がそろっているのですが、高齢になれば、息子さんなどがいない場合に、その人が一人で担っているのです。ただ、それを取り巻くショートステイや、高齢者施設が出し入れできることが、一つはできるのだろうとは思っているのです。

　ところが、障がい児になると、地域で生きる体制が作られてこないというところが一つの課題なのだろうとは思っているのですが。だから、そういう状態の方であっても、ショートステイを使って、できるだけ在宅で見守れる余裕を持てる仕組みを、高齢者に乗せる形での施策の展開のようなものはどうなのか。

　高齢者でいいとは思っていないですが、仕組みがあれば、そういうことも一つはどうなのだろうか。

○委員　せめて月に一度でもいいから、ショートステイをお願いできたら。ないのですね、受けてくれるところが。

○会長　そうですね。夜がないですからね。

○委員　ショートステイを受けてくれるところがないのです。せめて月に一度でもいいから何とかと思うのですが、ないのですね。

○会長　そうですね。今の調査を見ても、夜間に対応している訪問介護はないですからね。早朝、特に能勢や泉州は。泉州はないですね、訪問介護が。どうしはりますか。

○委員　現実に、先ほど申し上げたように、親御さんが病気もできないというか、そんなことができたら一番いいのでしょうが、現実にはないと思うのですが、病気もできないというくらいの困難な中で、何とかしているということだと思うのですが。

　先ほどのお話の中で、私は大阪府重症心身障害児者を支える会のお母さんの活動の中でご協力をさせていただいていることもありまして、親御さんの動きを横で見させていただいているのですが、いわゆるご自身が意思を明確に示せる方は、仮に自分でおトイレにしろ食事にしろ、全面的な介護が必要な場合であっても、こんなふうに生きたいということを自己主張されて、在宅であろうと入所施設であろうと、自分でお選びになるということだと思うのですが、いろいろな意味で。

　しかし、重症心身障がい者といわれる方たちは、知的な障がいが重いものですから、自分でどうこう判断ができないわけです。そうすると、そのことを親御さんが一身に背負っておられて。もちろん介護の面も背負っておられて、全責任を負っておられるところがあるので。

　ただ、ともすると、ご本人の暮らしと意思は、いわゆる親御さんのレスパイト（respite：休息）的なサポートに、ぐんと引っ張られてしまうことになるので、親御さんと、家族で一緒に暮らすことは、非常に重要な、お互いにいいことだとは僕は思います。

　しかし、本人さんは地域の中で暮らし続けていけるシステムを作らなければ、それはなり立たない。もう親御さんができなくなったら、本人さんの意思とは関係なく入所施設というのは、おかしな話ですからね。

　そういう意味では、今回のこの調査の中でも出てきている夜間であったり、いろいろな意味での本来必要なサポートが、きちっと整備されていないところに、むしろ問題があるのだというのが、よく分かるのではないかとは思うのです。

○会長　なるほどね。

○委員　スポット的なヘルパーさんというのは、夜中の何時と何時に来てくださいというのがあるらしいのですが、アラームなんかが鳴るのは決まっていませんもんね、時間が。

　そして、お母さんがいつもおっしゃるのですが、いつまで続くか。この状態で、まだ80歳、90歳の人だったらあれですが、30歳、40歳の子どもが何歳まで。私たちは何歳までこの子を見ていったらいいかなとか言われると、ものすごくつらいですね。この人が80歳まで生きるか、90歳まで生きるか分からないけれども、まだ50年も60年もずっとこの状態かなというお母さん方がいらっしゃるのです。

○会長　そうですね。

○委員　だけど、どこもないです。夜のショートステイがないのと。

　だから、地域で地域でとおっしゃってくださいますが、24時間は、時間がありますので、昼間にどれだけ見てもらっても、夜の時間は、まだずっと、その人たちは見ているので。何とかお母さん方が。

○会長　そうですね。

○委員　はい。

○会長　その辺りで、いろいろ課題などもあろうかと思いますが、少し先に進ませていただいて、事業所ヒアリングもありますので、そこの報告を事務局からしていただいて、また議論をしたいと思います。まず、事業所ヒアリングの結果を報告いただけますか。

（３）事業所ヒアリングの報告について
○事務局　はい、資料４でご説明をさせていただきます。

　今回、アンケートに合わせまして、事業所に私ども、大阪府の職員が出向きまして、その事業所の現状や、取り組み、お考え等々をお伺いしてきました。今回は、７軒についてご報告をさせていただきます。

　まず、事業所ヒアリング結果１です。これは、居宅介護をなされている事業所、門真市にある社会福祉法人が運営をなされている事業所です。サービス提供時間は、午前６時から午後10時という形で定められているのですが、お話をお伺いしますと、現在のところ、利用者、いわゆる深夜の利用希望がないという背景があって、深夜はやっていないという旨のご説明を受けました。

　障がい児（者）へのサービス提供状況なのですが、49名で障がい者のみということです。医療的ケアが必要な利用者には、医師の指示の下、褥瘡（じょくそう）の措置や、痛み止めパッチの発布をなされているということで、障がい児の利用希望があれば提供はしますというお話をいただいております。

　こちらの法人の特色としまして、特別養護老人ホーム、訪問看護ステーション等を併設なされています。ただ、この訪問看護ステーションは、高齢、介護のみの対応のステーションだとお伺いしております。そのようなことから、医療機関や看護師さんのほうから、介護職員が普段から医療的ケアについてアドバイスを受けることができる体制が整っているとともに、法人として自らヘルパーさんに研修をおこなうという形で人を育てていると。その成果もあって、逆に離職者が非常に少ないですということを、お話しいただきました。

　また、日ごろから大阪市や、相談支援機関との連携を取っていて、カンファレンスも日常となっておりますと。しかしながら、いわゆる訪問看護サービスも含めたすべてのサービス全体の利用調整をおこなう支援チーム、仕組みというものが必要ではないでしょうかというご提言もいただきました。こちらは、重度訪問介護をおこなっておられないのですが、これは単価が居宅介護に比べて非常に低いということで、事業所としてもしんどいという側面もありますし、利用者サイドからも見守りというものが不必要な利用者にとっては、重度訪問介護は使い勝手が悪いと。よって、居宅介護でサービスをお願いしているのですという話がなされていました。

　福祉サービスは、実質低所得の方は無料になっているのですが、訪問看護はどうしても自己負担が出てまいります。それ故に、こちらの利用者の方々は訪問看護を利用せずに、ヘルパーさんに医療的ケアをしてくださいという形で流れてきているところがあるというお話がございます。

　医療的ケアのサービス提供は、リスクが非常に高い。現在のところ、自立支援給付上の考え方としまして、ヘルパーによる医療的ケアの提供は、私的契約の下で、自立支援給付の対象となっていないので、この辺りも改善すべきではないですかというお話がございました。

　すみません。その下の箱は、以上、ご報告をさせてもらったことのヒアリングの総括として三つほど挙げさせてもらいました。一つ目は、同一法人内に事業所で看護師というものが配置されていると。それと、医療機関との連携が構築されているため、研修体制が充実していると。それで、サービス提供がうまくいっているというのが読み取れます。

　二つ目としまして、サービス全体の利用調整のためのチームが必要ではないかと。あと、ヘルパーによる医療的ケアの報酬組み入れの必要性が総括として重要なのではないかということです。

　１ページを見てください。ヒアリング結果２でございます。こちらは、居宅介護と重度訪問介護の二つを実施しておられるところです。社会福祉法人の大阪市の生野区の事業所さん。こちらは現在20名の方、障がい児４名、障がい者16名の方へのサービスを提供されているのですが、現在はこの中には医療ケアが必要な利用者の方はおられません。

　こちらの法人の特色としまして、生活介護とケアホームを併せて運営されており、この居宅介護なり重度訪問介護というのは、両事業利用者へのヘルパー派遣を中心におこなわれています。三つの事業を一体的に運用されているという形が特色でした。

　聞かせてもらったお話としまして、この区内における他の事業所におけるサービス提供中の事故を契機としまして、生野区内の有志の事業所で医療的ケア合同チームというものを設置されまして、この平成22年９月から２カ月に１回のペースで、当事者や医療関係者等を講師にお招きして、医療的ケアについて合同で研修会を実施されております。

　考え方としまして、同法人の現在のサービス利用者の中には、医療的ケアが必要な方はおられないのですが、当然利用者の中には加齢に伴って医療的ケア等が必要になるかも分からないと。それに向けて自分たちも努力をしているということでございました。

　もう一つは、考え方として、高齢者であろうと障がい者であろうと、医療は必要であると。介護保険のほうは、訪問看護は制度に入っておりますが、障害者自立支援制度の中には入っていないので、これも同じように、自立支援給付に入れるべきではないですかというお話をいただきました。

　ヒアリング結果３、これも居宅介護と重度訪問介護の事業所です。東成区の事業所さんです。こちらが、午前９時から午後６時ということで、月曜日から土曜日という形でご回答をいただいていたのですが、お話をお伺いしますと、早朝と深夜のヘルパーさんが対応可能な方がおられるならば、できるだけ受けるようにはしておりますというお話をいただいています。

　現在は10名の障がい者のみ、医療的ケアは必要な方がおられないのですが、医師と連携が取れるようであるならば、受け入れていきたいというお話でした。

　現状としまして、障がい児の方からの利用申し込みがあるのかないのかということでお伺いをさせてもらったところ、現在、障がい児の利用申し込みはほとんどないのですと。ただ、ケースに応じまして、必要に応じて、区の事業所連絡会を通じて対応可能な事業所への紹介も、連携を取っておこなっていますということです。

　事業所としての悩みということでは、どうしてもご自宅に行かれるということで、事業所としてヘルパーの医療的ケアの技量の資質を見極めることが実に難しいという悩みがあると。これについては、医療的ケアの資格制度や研修会を、公のほうでやっていただけませんかというお声をいただきました。

　医療機関との連携についてお伺いしましたら、地域のクリニック等への通院等介護サービスのときに同席をさせてもらって、医師からのアドバイスを受けさせてもらうことがあるらしいのですが、総合病院くらいの大きな病院になると、ヘルパーの同席を認めていただけないケースがあって、そういうときは、家族を通じてお話をお伺いすることになることがありますというお話でした。

　次に、ヒアリング結果４、生活介護施設。交野市の社会福祉法人です。こちらは、現在12名、障がい者のみの方々への日中活動を提供されておられまして、医療的ケアが必要な利用者の方はおられません。

　こちらの事業所のお考え方としましては、医療的ケアが必要な方も含めてということなのですが、さまざまな障がい程度をお持ちの方々へのサービスを一緒に提供するほうが、利用者にとっても望ましいのではないかという形でお考えです。とは言いながら、こちらを受け入れられていない背景としまして、作業所から移行していることもあって、いわゆる施設や設備というものが重症心身障がい者の方を受け入れる体制が整っていないと。故に、受け入れることができていないということです。

　あと、親御さんの思いもいろいろ聞いておられるようで、家族さんとしては、日中活動の中に、食事や入浴サービスを提供してほしいというお声が非常に大きいと。

　ただ、当該、利用者さんにおいては、それをしていただける生活介護の施設がないということで、入浴サービスなり食事サービスをしていただけるのは、高齢者のデイサービスしかないということで、そちらを利用されている方も、結構おられますというお話です。

　もう１個、現在でもボランティアの協力を得て運営をしているような実態で、人的な配慮が必要ですと。特に、重症心身障がい者の方々がこういう生活介護を受けるということには、人為的な配慮は必要ではないですかというお話をいただきました。

　あと、他法令との関係ということで、一昨年痛ましい火災事故等が起こった中で、消防法に基づく規制の強化がおこなわれたと。ただこれが、命に勝るものは何もないのですが、あまりきつ過ぎると事業展開に少し影響を及ぼしていますというお話でした。

　ここの特色としまして、交野市の自立支援協議会が活発にご活動をいただいているようで、この中に日中活動系サービス事業所連絡会（部会）というものが設置されて、生活介護の事業所間の連携。２カ月に１回というペースで、連携を図っていますと。また、ほかの部会として、ヘルパー事業所連絡会というものが３カ月に１回開かれていますと。

　また、平成22年の９月から地域移行部会というものを作って、自立支援協議会を中心に活発に活動をおこなっておりますというお話をいただいております。

　次に、ヒアリング結果５、これも生活介護です。これは、和泉市の社会福祉法人ということで、現在41名の障がい者のみを受け入れております。ただ、ここの施設は医療的ケアが必要な利用者を14名受け入れられております。その内容についても、吸引、吸入、経管栄養等々、かなり高度なサービスを提供されております。

　ここの特色としましては、常勤の看護師さん１名を配置されております。そして、その看護師さんが中心となって、医療的ケアのサービスを提供されております。内部記録と通常ケース記録という、お一人お一人の福祉のサービスの提供の記録があるのですが、それに合わせて医療記録簿というものを作成して、経過をきっちり付けていくとともに、家族とも連絡帳のようなものを作りまして、情報共有。例えば、今日はご自宅で、どういう薬を飲みましたなどについても、連携を取ることによって、適切な医療のケアを提供するようにしていると。これも、看護師さんがおられるから可能だということです。

　あと、悩みとしまして、医療的ケア提供に関して、相談ができる体制が必要という切実なお話がございました。どうしても常勤の方とはいえ、専門職の方がお一人ですべてを担うことになれば、かなり気持ち的にも負担感があると。

　そういうときには、例えば看護師さんが二人おられるとか、もしくは地域の医療機関等の密な連絡体制を取れるようなものがあれば、もっと安心してサービスを安定的に提供できるというお話をいただいております。

　あと、区の施設が、区分５以上の利用者が８割を超えていて、人員配置が基準では非常に厳しい状態ですと。先ほど４では、重い方も軽い方も一緒にするべきだというご意見をいただいたのですが、こちらのお考え方とすれば、利用者の安全を図るという意味合いから、やはり障がい特性に応じた班分けの下、サービスをおこなわれていますと。１階では重症心身障がい者の方の班、その他の方々へサービスを提供をする班というような、分けた形でサービス提供をしていますと。

　法人の考え方として、医療的ケアが必要な利用者が所属する班には、やはり人員というものを特に厚めに配置することによって、サービスを提供していますということです。

　こちらの施設には、入浴施設があるのですが、まだ施設ができて新しいということもあり、また人員体制が確保できていないので、利用者の安全を確保することができないということで、現在はされていないのですが、今後事業所のサービスができるように考えていきますということです。

　現実としまして、重症心身障がい者の方々の送迎サービスもしているのですが、負担が掛からないように、通常であれば１時間半ほどかけて順番にバスに乗ってお越しいただく形にしているのですが、重症心身障がい者の方については、短時間、だいたい30分くらいで何とかご自宅から生活介護施設に来ていただく形の配慮はしているものの、どうしても重症心身障がい者の方は、大型の車いす等々に乗っておられるということで、それに対応した車というものになると、少しロスなどが出ているので、やはりそういう設備について、配慮が必要ではないですかというお話でした。

　あと、そちらには看護師がおられるということで、医療的ケアについては看護師さんが中心におこなっておられるのですが、ヘルパーさんにも許されている行為について、サービス、看護に入ってもらうに当たって、ヘルパーさんの技量を上げるための公的な研修をしてほしいと。そういうものがあれば、ぜひ参加したいというお話を伺いました。あと、利用者は生活介護のサービスだけを利用なされているわけではないので、その他。例えばホームヘルプサービスの利用者等を含めて、２カ月に１回程度、定期的にケース会議をおこなう形でやっておりますというお話をいただいております。

　次に、ヒアリング結果６を見てください。ここからは、訪問看護ステーションです。運営主体は、社会医療法人ということで、大阪市内の事業所さんです。こちらでは、障がい児への提供状況は１名という形でお伺いしております。ただ、１名の利用者に対して、現実的には３名の看護師さんがケアに入っておられました。やはり専門職とはいえ、一人職場は、ご家庭に行ってというのは、かなりリスクが高いということで、看護師が安心してケアできる環境作りが必要ではないですかというお話です。３名の方がローテーションで入っておられるのですが、同じ訪問看護事業所内の看護師間の連携は問題はなかったのですが、ヘルパーさんとの連携がどうもうまくいかなかったと。

　そして、いわゆる本人の体調変化の引継ぎなどの必要な情報とが、事業形態も違うので、うまくいかないと。

　ここのケースなのですが、サービス全体の調整について、大阪市のケースワーカーさんや、知り合いの地域包括支援センター。すみません、18歳の方ですので、地域包括支援センターは介護保険の制度で違ったのですが、あくまで知り合いということでお訪ねをなされたらしいのですが、結果として答えが出ずに、その方が、看護師さんがやむを得ず分からない中で、いろいろ調整したのだというお話でした。

　大きな感想としまして、利用できるサービスの種類は多いようですが、やはりサービスの利用調整や、相談機能がなかなかないのではないですかというお話をいただいております。

　すみません。最後の７番について、ご説明をさせてもらいます。これも、訪問看護ステーション、医療法人で、大阪市内の事業所です。基本的には、午前８時から午後５時まで。ただし、緊急時には24時間対応をする方針で事業をおこなっておられるというお話でした。障がい児への提供状況という意味合いでは３名おられて、０歳児の方が１名、１歳から６歳の方が２名に、現在もサービスの提供をなされているということです。

　問題点としまして、訪問看護事業所さんとして、午前８時から午後５時までがサービス時間ということになっているのですが、その時間外に対応した場合は、いわゆる自己負担という形で、かなり高い負担を利用者さんにお願いすることになってしまうと。そのような形になるので、なかなか障がい児の場合は経済的な問題もあって、時間外に頼んでこられないというのが実態ですと。

　ただ、親御さんのほうも、小さな障がい児さんの場合は、何かが起こったときには訪問看護事業所さんに連絡をするのではなくて、たいていの場合は救急車を利用して病院に行かれているようですというお話をいただいております。

　人工呼吸器を装着した乳児。この０歳１名の方だと思われるのですが、看護師さん一人体制ではリスクが非常に高いと。それ故、報酬としてもらえない場合でも、二人で訪問をする形でケアに当たっていると。

　週１回は二人で報酬をもらえていけるのですが、あと、行く分については一人分しかもらえないので、結局無償ボランティアになってしまっているわけですが。しかし、そのようなことは事業所として、看護師が８名しかいないところで二人出るということは、経営的にしんどいですと。

　ここの訪問看護事業所は、病院系列の事業所であることからＮＩＣＵ（新生児特定集中治療室）の看護師が応援して利用者のケアに当たっていることがあると。そういう形で事業をなされているところの場合に、その方に合わせた技術の伝達を受けるというメリットはあるのですが、ＮＩＣＵの看護師さんが応援に来られたからといって、報酬をもらえるわけでもないので、この辺りもしんどいですというお話でした。

　人工呼吸器装着の場合、訪問看護は基本、週３回なのです。それでは数が足りなくて、言い変えれば、残りの週４回というのは、４回という言い方ですね。４日というのは、親御さんがずっと見るということで、親に負担が掛かり過ぎているのではないでしょうかということです。

　あと、幼児のケアをおこなうためには特に高度な技術が必要という形になりますので、看護師への研修体制の充実が重要ではないですかと。一方、研修といっても、受講中、看護師さんが研修会に出ている間の人員の不足や、収入も当然穴が空きます。その辺の穴埋めが課題になっております。

　もう１個、訪問看護制度の中には一定の条件を満たした場合、さまざまな加算制度があるのです。ただ、その加算をたくさん積んでもらうと、結果として利用者負担、例えば１割負担となったとしても、その加算をもらっている事業所さんに頼んだ場合、たくさんの費用負担をしないといけないという形が出てきて、親御さんからは困惑の声が聞かれますと。

　考え方として、提案的なこと。これは訪問看護の中では動きが出ているようなのですが、看護師さんとヘルパーさんがペアを組んで、一体的にケアをおこなうことも一つの考え方ではないかと。ヘルパーさんでもできることは、ヘルパーさんに、看護師しかできないことは看護師さんがというように、ペアを組んで当たるのも、一つの考え方ではないですかということです。

　学校に看護師配置がおこなわれているのですが、現実的には学校の看護師さんはお忙しい中において、実際親御さんも登校してくださいという現状がありますと。必要なときには、例えば訪問看護は学校には入れないのですが、訪問看護事業所も入れる形というのはないのでしょうかというお話。

　それと、大阪府の場合、訪問看護師さんが訪問される場合、事前に公安委員会に届けていた場合に、駐車禁止の除外規定というのがあるのですが、実際利用者が多いことと、今からすぐに来てという場合、事前に申請してというのは、なかなかできないと。結果として、駐車禁止の切符を切られてしまうことがあるので、その辺が何とかならないでしょうかというお話をされていました。以上、ヒアリングの結果報告でした。

○会長　はい、ありがとうございました。事業所に対するヒアリングをおこなっていただいたところでございます。何か、ここのところをもう少し聞きたいとか、ここはどうなっているのかということがあれば、お受けしたいと思いますが、いかがでございましょうか。

　いろいろ組み合わせがあるのですね。いかがですか。特にございませんか。

○委員　少しよろしいですか。

○会長　はい。どうぞ、委員。

○委員　訪問看護は、たぶん管理士の看護師が答えているのだろうと思うのですが、この社会福祉法人や、株式会社の施設の方は、例えば施設長や法人の役員。何かそういう人たちで、実際に介護を提供しているヘルパーさんの声ではないような気がするのですが、実際問題はどうなのですか。

○事務局　確かに法人の理事長等にもお伺いもしましたが、サービス管理責任者さんや、例えば生活介護でしたら実際にその看護師さんや、現場の方にもお会いして、お話はお伺いさせていただいております。

○委員　何かものすごく総論的な答えになっているので。ありがとうございます。

○事務局　はい。

○会長　先生はどんなイメージで。

○委員　報酬の問題や、基本的に入浴サービスはもう少し安全性が確立してからおこないたいとか。そのようなニュアンスの言い方は、実際問題、今重度訪問介護サービスや、介護をしている人たちの視点で言っていることではないようなイメージがあったので。

○会長　なるほど。

○事務局　実際に、こちらの法人は、サービス管理責任者の方にお会いしてお話ししています。当然、その方も実際に現場に入っておられる方で、安全が確保できない状態でサービスを提供すると、まずは利用者への安全が確保できないというのと、提供する側という意味合いにおいても、やはりリスクが高いのでという趣旨でお話はいただいておりました。

○会長　はい。ほかは、よろしゅうございますか。また後でお伺いするとして。今日は前にお願いしておりまして、大変申し訳なく、ご苦労をお掛けするのですが、スウェーデンのほうへ委員が行かれておりました。現状と、重症心身障がい者の方の状況等もご報告をいただきたいということで、ご無理をお願いいたしまして。少しお時間をいただいて、ご報告をいただこうと思いますので。今、資料を配らせていただいております。よろしくお願いしたいと思っております。

　では、申し訳ありませんが、よろしくお願いします。

委員のスウェーデン訪問の報告

○委員　昨年10月にスウェーデンに行く機会がありまして、70人ほどで寄せてもらって、基本的には重症心身障がい者の、特に医療的ケアが必要ではないかという人たちのところなどを、ぜひ見ていきたいということで、行かせていただく機会がありまして、行ってきました。つたないものなので、ちゃんとしたお話ができるかどうか分からないのですが、少し時間だけ取らせていただきます。

　お手元の、カラーで一応打っているのは、撮ってきた写真を順番に並べてスライドにして報告会などをしたものですから、その残りの資料で恐縮なのですが、見ていただけたらと思います。

　ここでは、まず１ページ目にありますのは、グループホームのシェンダンというところへ行きまして、四つあるうちの右の上が入り口で、左側の下が、そこのグループホームが入っているマンションといいますか、住宅の建物です。ですから、全部が全部、もちろんグループホームではありませんが、これの一つのフロアを使ってグループホームをやっているところなのです。

　利用者が５名いらっしゃって、知的障がいの方が２名で、てんかん発作の方が２名と。そして、全員の方が車いすを使用されておられるということで、意思表示は不十分だけれども、割と的確にできる人がいらっしゃるということです。年齢層は細かくは聞かなかったのですが、28歳が一番若くて、67歳が一番高いというところでした。

　少し映像のほうで、右の一番下が、共有部分のスペースというか、共有部分と言うとおかしいですが、グループホームですので、来客があったりする共有部分が右の下です。２ページ目の一番左上も、同じく共有部分なのですが。右側の上の台所は、共有部分での台所です。

　左側の下が、各部屋の通路部分、エレベーターから上がってきて、戸が少し奥に開きかかっていますが、これが個人の部屋で、前に向かって黒っぽい部屋が、先ほどの共有部分の部屋になるのですが。右下の入った辺りに個人の部屋が、このようにクッションなどを置いているようなところがありまして。そして、棚があってという程度ですから。

　３ページ目の右の上のところは、リビングだったり。実際ちゃんと写真を撮ってきていないので、あれですが、この部屋のベッドが入っていないのです。写真が見つからなくて、本当に申し訳ないのですが。そして、おトイレがあってという。そして、外を望むテラスなどを撮っている写真です。

　本当は、時間に余裕があったら、間取りというのを作ってこられたらと思ったのですが、慌しくやってしまいまして、できなかったのですが。個人のお部屋の広さがだいたい40平米なのです。日本の狭い６畳が10平米くらいですから、お一人のお部屋は１ＬＤＫというのでしょうか。たぶん、個人のお部屋にもキッチンがありますので。トイレももちろん。シャワーとトイレが一緒になっています。広いですが。

　うちの家の風呂と、洗濯機が置いている脱衣所を考えたときに、そこを倍にしても、そのトイレとシャワーを使う、いわゆるトイレと言っている場所には及ばないくらいの広さがトイレとしてあったのです。ご存じのように、日本のように湯には漬かりませんので、ベッドに乗ってシャワーを浴びたりというところなのです。もう一つのところで、その写真もあるのですが。

　そこは月曜日から金曜日までデイサービスなどの社会資源を使っておられて、土曜日、日曜日などは個人のアクティビティー。実家へ帰ったりもするけれども、個人の活動に使われると。食事などは、もちろん介護者やスタッフが作るのですが、ご自身の部屋で食事を取られるということです。

　実際そこの運営のために、５名の利用者のためにスタッフが12名入っていて、夜勤は３名。時間的には９時から朝の７時まで。朝は朝で、もちろん来るわけですが。

　スウェーデンのグループホームの夜勤は、夜勤専門でやっているスタッフが多いらしいのです。夜勤だけで仕事をされる人はいるのですかと。うちもやっているところで、夜勤だけでやる人は、逆に少ないし、大変ではないかと思うのですが、むしろそのほうがいいのでという人が入っているらしいです。

　基本は２交代ということで、昼間は実際アクティビティーだったりするのでということでした。実際、夜中から入られることもあるのでしょうが、基本的には一人から３人のスタッフが、一人の方に対して責任を持ってかかわるということです。対応については、マニュアル化していて、非常に詳細なマニュアル。ここで入って、まずノックをするとか、そのようなかなり細かい指示がなされているという形です。

　ご存じのように、スウェーデンは福祉機器等の開発と利用がかなり盛んでして、トイレであったり、いろいろな移動に関しては、リフトを必ず付けると。これは、労働施策の一つでもあって、いわゆる介護者が本人さんを抱えたりはしないと。抱えてはいけないということなのです。

　ですから、リフトを操作する場合、リフトで移動する場合も、基本的には二人の人がついておこなうことになっていると。あと、ベッドなどには振動によって反応する転換アラームのようなものが付いていて、それで別室に控えているスタッフに通報されるという形での対応ということです。

　そこは、少し違ったのですが、同じ系列、民間だったのですが、医療的ケアが必要な方については、胃ろうなどをしておられる場合は、吸引などもそうなのですが、地域医療センターというのが、割とどこも15分圏内くらいにあって、そこからナースが派遣されてきて、指導を受けたりという形の中で、実際スタッフがおこなうと。もちろん高度なものに関しては、ナースがするのですが、指導を受けて、援助スタッフがしているということです。

　呼吸器を付けていらっしゃる方の場合は、基本的に判定員が認めたら、ナースが24時間付くこともできるということです。

　実際スウェーデンの場合、グループホームを使うということは、いわゆるパーソナルアシスタントという、本来は制度の話をしなければいけないのですが、スウェーデンではサポートをする法律の中で、パーソナルアシスタントが必要であると認められればサポートが使えるのですが、グループホームを使うということは、パーソナルアシスタントを使えないという形で、どちらかの形になりますので、当然そこは使えないので、休日等の外出はスタッフがおこなうということです。

　送迎に関しては、必ず本人さんに対して１台の送迎車があって、送迎をおこなうというようなことです。

　時間もないことですので、４ページがもう一つの行きましたところ、ソフィエルンズという、ここも先ほどと同じストックホルム市にあるのですが、このソフィエルンズは、ストックホルム市がやっている、もともと公営なのです。コミューンという、ストックホルム市がやっているところなのですが、いずれ、もうしているのかな、２月くらいには民営化すると。民間に移譲するということで。スウェーデンではもともと公営ばかりだったのが、今は民間にどんどん移行していって、株式会社だったり個人のものだったり、民間がやっているところが増えてきているのですが。

　ここが、建物を見ていただくと、全景は大きな建物の中の一角を使っているところは、先ほどの建物と割とよく似ている感じですね。ここは６名の方が使っておられるということです。

　先ほどと同じように、右側の上は、共有部分のリビング、ダイニングというのと、ダイニングですかね。台所と一緒になっています。左の下は、これも共有部分になったところですが。この右の下からは、個人のお部屋です。

　５ページ目の、同じところを写している写真ですが、立位台が横に写っているか写っていないかだけの違いです。５ページの右の上が、個人のお部屋の台所です。左の下が、個人の部屋のリビングというのでしょうか。右の下が、リビングから少し奥の個人のお部屋、ベッドルームが写っているところです。

　６ページの左の上が、そのお部屋のベッドです。この方は胃ろうをされておられて、この辺に扉が付いているのですが、ここがそういう器具を置いておられるところなのです。そして、右の上がおトイレというか、シャワーです。左が写っていたら、もう少し広く見えるのですが、少し深くなっています。そのような感じです。

　大きさは、先ほどと同じで40平米くらいなのですが。ここも、20歳から65歳の方。

　先ほどのところも男性ばかりのグループホームでした。ここも男性ばかりなのですが、それは結果として男性ばかりであって、別に女性も問題なく入れるということです。このグループホームについては、スタッフが11名。このホームも３名が夜勤でという、体制的には同じような感じです。

　ここでは、朝の７時から昼の２時まで、スタッフが一人でいると。これは、多くの人はデイサービスに通っているからということだったのです。

　中身的には先ほどと同じなので、その辺でいいのかなと思います。

　そもそも、グループホームを見にいったのですが、実際にはグループホームと言いましても、ほとんど40平米くらいのお部屋に一人ずつ住んでおられて、そのお部屋が同じフロアにつながっていて共有のスペースを間にして、フロアに展開しているという形なので。まさに共同生活というか、本当にグループホームと言っているだけであって、日本だったらそうではないとも言えるのではないかなと思うようなつくりだったのです。

　だから、逆にいうと、同じようなマンションに、それこそパーソナルアシスタントをご自身が雇用主として雇って暮らしていたとしても、そう変わりはないのではないかなと思います。パーソナルアシスタントは、判定員が必要な時間数を認めれば受けられるということですので、はい。

　先ほどから言っています医療的なケアが必要な方、吸引であったり、こういった医療器具の処置などですが、一定日本では親御さんがやっておられることは、当然親御さんは素人なので、それができるということは、当然スタッフもできると。当然それは、ドクターであったり、看護師などの指導を受けておこなうことがベースになっています。

　本当はいろいろと寄せてもらったり、見にいった部分もあるのですが、基本的にはここに関してはそのような形で。

　ついでに、僕は全部載っているものを外したと思っていたのですが、その後７ページにアストラカンというデイセンターの写真も付いているので、ついでに説明すると、アストラカンという結構大きい、通所の日中の施設なのですが、本当に共有スペースや、各取り組み。

　ここは、部屋が五つもあるようなところです。それぞれ個性があって、ジャングルだったり、白の部屋や、いろいろな特色を出して、海を連想させるようなものなどいろいろあるのです。トイレなども、銀のトイレと金のトイレと言って、大きなトイレを使っていますね。リフトを利用しています。それぞれ、かなり特色を出してやっています。

　時間のない中で、うわっと言っているだけなので、むしろ何かありましたら聞いていただいたらいいのかなと思うのですが。少しキーワードはあると思います。いわゆるスウェーデンが個人主義の国であることを、まず理解する必要があるのではないかなというのを、全体を通して思ったのです。

　例えば信号があって、日本の信号は横断歩道を渡っていて信号が青だとしたら「あ、青やわ」と言って、だあっと走っていけば、たぶん間に合うと思いますが、向こうの信号はボタンを押して青になって渡るのですが、「青やわ」と思って行ってもおそらく間に合わないのです。というくらい、青が赤に変わるのが早いのです。もう本当に押した人が渡ったら、信号が変わるというような状況。また押したら変わるでしょうが。

　そのようなくらい、日本とは感覚的に個人のものが前提になっていますから、そういう意味では自分の権利を守ることは、その権利を守ることによって生じる義務や、負担を認めることでもあるわけです。そこが、はっきりかばっていて。

　だから、自分たちが例え職を失ったり、いろいろな困難な状態になったときも、サポートが必要であってということを前提にして、そのサポート体制があるわけですが、それを思えば、それによって生じる負担などは、当然義務として果たさなければならないということだなと思ったのですが。いろいろとあるのですが。

　めちゃめちゃ粗っぽくて何も分からなかったかもしれませんが、そのようなものです。

　ついでに、職員の給料は、私は15年前にも１度行って、そのときに福祉分野の施設で働く人の給料を聞いたのですが、そのときは日本よりだいぶ少ないなと思って帰ってきたのです。今回も、一応案内してくださった通訳が社会福祉の介護者の給料は、どちらかと言うと少ないですと言われて、どれくらいですかと言ったら20万円から25、26万円かなという。夜勤だけをやるのだったら、それよりももう少し高いかなということだったのですが。

　ストックホルムは特に物価高なので、500ミリリットルのジュースがありますね。日本はだいたい、事によれば、今はデフレだから100円以下で売っていたりしますが、普通定価で150円で売っているようなジュースがありますね。あれが300円くらいなのです。

　だから物価が高い部分、もちろん税金もかなり含まれていますから。その物価高の国としては、20万円から25、26万円の給料というのは、確かに少ないのかなと思いましたが、以前行ったときの、日本の給料と比べて少ないなといった感覚とは、だいぶ違っているなとは思いました。やはりそのような違いは感じました。

○会長　はい。ありがとうございました。その後のもう一つの資料は。

○委員　これは本当は今うちの仕事ではないのですが、制度的な部分は一切今の話の中では何もしなかった。見てきたことを言っただけなので、あまりにも粗っぽいかなと思って、また適当に見ていただいたらいいかなと思いますが。実際この辺のところ、LSSという法律が本来は知らないと、なぜこうなっているのかは分からないので。

○会長　そうですね。

○委員　はい。仕組み的にはゴードマンや、いろいろな仕組みの中で暮らしているので、本人さんがグループホームで住むのも、お一人で住むのもよしということですので。権利なのでね。それが徹底されていると思います。

○会長　はい。何かご質問はございますか。

　本当にその重症心身障がい者といわれる方は、グループホームでいらっしゃいましたか。

○委員　後でたまたま行ったところが向こうが案内してくれたときに少し迷ったらしいのですが、僕たちが医療的なケアが必要な人たちのところへ行かせてくれと。そこは吸引や胃ろうをされておられるところだったのです。それで、説明を聞いていて、呼吸器を付けているなどの人はどうしているのですかと。

　もちろんそれは、先ほど申し上げたように対応はできているということなのですが、それはもう少し行ったところにあるのだと言われて、そこを見せてくれと言ったのではないかという話だったのですが。そこを１軒見られなかったのは少し残念だったのですが。

○会長　そうですね。どうもイギリスのほうなのですが。本当に日本でいう重症心身障がいの方をサポートする現場をなかなか見せてもらえないというか。

○委員　ついでに言うと、実は一緒に、ハビリセンターというところに行ったのです。日本はリハビリですが、障がいのある方についてはリではなくてハビリだということで、ハビリセンターというのがあって。その役割というのが、結構小さいときから大人になるまで、学校だったりおうちだったり施設だったり、いろいろなところに入っていってＰＴ（理学療法士）、ＯＴ（作業療法士）を含めて、相談員も含めてサポートをしています。だから、小さいときから、例えば立位台に乗って毎日どこの場面でも重力を上向きの状態でいつも受けているわけではなく、体勢も同じ体勢になっているのではなくて、起き上がる状態にしたりということを常に小さいころからやっていて、物を選ぶということも小さいころからずっとしていて。

　ですから、いわゆる状態が悪くなるのを少しでも遅らせるための努力というのですかね。だから、車いすの選定だったり、リフトだったり、スリングシートだったりするための。というのを全部ＰＴやＯＴが入って、一緒に取り組んでいます。リハビリもしています。

　だから、かなり悪くなっていく。悪くなって医療が必要になる手前のために、かなりエネルギーを掛けた取り組みをやっているのです。

　そういう意味からいうと、日本のようにどんどん肺機能が悪くなってきて、舌根も落ちて、さっきの話ではないけど、吸引だったり、どんどんそういうことが必要になってきて、医療関係者しか無理だという話で、どんどん狭まっていくと。親御さんの負担だけに乗っかるとなると思うのです。そういうことにならない状態にしてはいると思うのですが。

　ただ、僕の感覚では、15年前に行ったときに、僕が、医療的なケアが必要な人たちはどこにいるのですかと聞いたら、答えてくれる人がストックホルム市の担当課長だったのですが、けげんな顔をして何を言っているのみたいな。医療が必要だったら、ナーシングホームにいるに決まっているではないか、何を言っているのみたいな感じでした。

○会長　そうですね。はっきりしていると。

○委員　ただ、今回いわゆるナーシングホームもまだあるのかと言ったら、障がい者分野でのナーシングホームはもうないと。高齢者に関しては、一部地方に行ったらあるかもしれない。だけど、障がい者分野についてのナーシングホームは、もうほとんどないと言い切っていました。

　だから、今おっしゃったように、本当なのかというところは確かに見られなかったので、見ていない以上、確かにこういう暮らしをしていましたとは言えないのですが、しかし認められれば24時間ナースが張り付くことは当然できるということだったので。しかも、病院が15分以内でできるようなところに造っているのです。またそこに入っているのですね。入宅できるときに、必ずグループホームやそういう人たちは、そこを優先的に取れるのです。

　だから、そういう意味も含めて、ある種、看護みたいな感じでは帰ってきたのですが。

○会長　そういうものを見て、アメリカなども見ているのですが、ドイツなどもそうですが、やはり本当に重症といえば、施設なのですね。彼らははっきりしているのです。要するに、自分で意思表示ができる人は、何があっても地域で生きたいのだったら、それはそれでいいだろうと。もう意思表示ができない人は、それはそれなりだという考え方で、なかなか難しいなと。欧米でもなかなか。

　日本型の重症心身障がい者といわれている方の地域移行は、地域生活の支援という枠組みは、なかなかもう一つですね。

○委員　難しいですね。今は不十分な体制の中で、やっていますからね。

○会長　やっていますからね。そういう意味では、そういういいところもあると思います。特にイギリスなどは、今はだいぶ危ない財政の問題もあって、従来そういったコンタクトパーソンというか、そういった方で十分な介護保障をしていたのも、どんどん予算がカットされているので、州によって違うという。そのような状況で、なかなか大変だという話はしていますが。

　ありがとうございました。すみません。貴重なお話をいただきまして、大変参考になりました。また提案の中でも、こういうものがあれば、取り上げていきたいと思っております。

　はい。それでは最後の議題になりますが、課題の抽出について、少し報告でまとめる作業がございますものですから、その辺の課題整理というところで、事務局からご提案をお願いいたします。

（４）福祉サービス・訪問看護サービス・ケアホーム利用状況調査結果に

　　　基づく議題の抽出について

○事務局　はい。前回12月24日には、地域で大阪府内の方々からも認められたご意見をベースに、課題でする解決策の検討シートというものを作成させていただき、皆さんからご意見をいただいたところです。

　今回は、（イ）の事業所さんからのご意見、（ウ）の訪問看護事業所さんからのご意見、そして（エ）のグループホーム、ケアホームからのアンケート票から見られたものについて、課題を、まず抽出させてもらいました。

　先日、前回いただいたのは、あくまで利用者側からいただいたご意見をベースに書いていただいております。

　今回、それぞれの調査結果からということで、裏面から見るということで、同じような項目も挙がっております。そういう意味合いでかぶっている部分については、この整理としまして資料５につきましては、網掛けをさせてもらっています。ですので、網掛けが掛かっていない部分の課題がこれでいいか、もしくは欠けている部分がないかということについてご検討をいただければと考えます。

　まず、資料５の（イ）ですね。福祉事業アンケートに関してということで、福祉事業といっても非常に広いということで、大きく訪問系事業、居宅訪問介護系、そして、日中活動系ということで、生活介護、療養介護等。そして、裏面に渡っていただいて、短期入所という事業種別ごとに課題の抽出作業をおこなわせてもらいました。

　まず、訪問系という意味合いでは報酬体系について、そして訪問看護事業所との連携について、それぞれ記載のテーマがあるのではないかと。

　その他の課題としまして、事業所間の情報交換体勢というのが、どうあるべきかということも、課題ではないかと。そして、３番、保護者の方が求める水準どおりにサービス提供ができないことについて、どう考えるべきかということをやらせてもらっています。

　その次に、日中活動系事業としまして、職員体制の在り方、そして研修体制、施設設備基準の在り方、入所者の方にとってサービスメニューがどうあるべきか。

　そして、報酬体系、訪問看護事業所との連携について、通所の支援についてということを挙げさせてもらいました。

　その他の課題ということで、かぶっているのですが、事業所間の情報交換体制、保護者が求める水準どおりのサービス提供ができないことについて、挙げさせてもらっています。

　短期入所につきましては、報酬体系ですね。福祉型、医療型ということで、単価設定が大きく異なっております。この辺りについて、課題として取り上げていただいてはどうかということを提案させてもらっています。

　あと、利用者の方々への空床情報の提供。現在は、保護者の方が一生懸命あちらこちらの短期入所事業所へ連絡をいただくとか、相談支援、もしくは市にという形にしているのですが、空いている情報の提供について、どう考えるのかというのを挙げさせてもらっています。

　あと、身近な地域の短期入所の確保策ですね。あと偏在です。その辺り等について挙げさせてもらいました。これが、資料５（イ）の福祉サービスについての課題です。

　次が資料６（ウ）、これは訪問看護についての検討シートです。制度・運用上の問題としまして、二人派遣が必要な場合、看護師さんの二人派遣の取り扱いについてどう考えるべきか。あと、報酬体系をどう考えるべきか。

　その他の課題としまして、重症心身障がい児の受け入れが可能な地域医療機関や、医師の不足について、どう考えるべきか。医療機関等訪問看護事業所の連携の在り方。保護者が求める水準どおりにサービスが提供できないことについて、課題にもなったということで、挙げさせてもらいました。

　最後に資料の７、ケアホームです。制度運営上の課題としまして、職員体制の在り方について、職員の研修体制の在り方。ケアホームには、生活支援員という資格がない方でも、身体介護ができるということで、生活支援員を置いているのですが、その方々への研修体制の在り方。

　あと、施設設備基準の在り方。今のケアホームは、最低基準という形で設けられているのですが、医療的ケアが必要な方の利用をいただくケアホームについて、どう考えるべきか。報酬体系、医療地域、医療機関との連携、訪問看護事業所との連携。あと、グループホームは居宅サービスということですので、他の福祉サービスとの連携、その辺りについての連携はどうあるべきか。

　あと、その他の課題としまして、ケアホームの利用者象について、ご検討をいただいてはということで、挙げさせてもらいました。

　あともう一つ、なかなかケアホームの設置が進まない中において、さらに進めていくという設置促進策について、この辺りが課題ではないかという形で整備はさせてもらったところです。

○会長　はい。ありがとうございました。今事務局から課題提起ということで、解決策の検討と、案でいただいたところでございます。これについて、ご意見があれば少し検討したいと思っておりますが、いかがでございましょう。

　これは今日、初めて皆さん。

○事務局　はい。

○会長　今日初めてですので、すぐには出にくいかと思っておりますが、いかがでしょうか。これくらいでよろしいでしょう。

　訪問看護はどうですかね。

○委員　まだ考えているところで、僕は思うのですが。

○会長　はい。

○委員　今、国のほうでも、一定の決着を見ているのかもしれないですが、いわゆる医療的なケアに関して一定の研修をベースにして、医療従事者ではなくてもできるという、介護職でもできるという形に進んでいると思うのですが。もちろん看護師さんを確保するという確保策の問題はあるので、決してそこと同じ話ではないですが、考えようによっては報酬単価が一定を確保されていくならば、決して全部が全部ではないにしても、いわゆる看護師さんや、医療従事者の確保を通じながら提供していくという可能性が出てくると思うのです、逆に。

　誰でもできるからやりますということはあるとしても、お金が高いからやるというほど出るとも思えないですが、それはまた違う問題かもしれませんが。

　だから、そういう意味で、報酬単価をどのように組むかというのが一番大きな関心事ではあるのです。それは、誰がやっても同じ、そのサービスをしたことによって生じる報酬を一定化しなければ、今まで日本の国の制度の中でやってきた、これをこの資格を持っている人がしたらこれだけとか。そのような形にしてしまうと、もっと逆に大変になるのではないかと。

○会長　なるほど。はい、ありがとうございました。報酬もあるけども、資格と絡めないと。

○委員　そうですね。だから、大きな方針をどう組むかが、もう問題になるのですね。そういう意味での話は先ほど言ったように、親御さんという非医療職がやってもいいことは、できるやないか。

○会長　なかなかその辺のところが、壁が厚いですが。その辺はどう考えるかという課題ですね。

○委員　ショートステイの短期入所なのですが、私たちは福祉法人で短期入所を単体でしているのですが、結局看護師さんを一人入れないことには、障がいの重い人たちが入ったときにはどうしてもしかたがない。だから、お断りしなくてはいけなくなるのですが、福祉事業所型の単体でも、看護師さんを入れる場合は、やはり医療型のところと報酬単価を同じにしてほしいのは、私はずっとお願いしているのですが。

　そうしたら病院で預かってもらえなくても、うちに看護師さんさえ入れればいけるのではないかと思ったりするので。そうすると、７千円か８千円の単価では看護師さんも入れることはできないし、どうしても申し訳ないのですが、お断りをしないとしかたがないのです。

　ですから、看護師さんを雇用できるくらいの障がいの重い人たちが短期入所で入ってきた場合は、その単価を同じようにしてあげてほしいと思うし、してほしいと思うのです。これは同じことをするのですから。そして、その人たちはお医者さんには取ってもらえない。どこかに入れたい。でも、それができない。

　だから、うちもいつも取りたいと思うのですが、やはり看護師さんがいないことには怖いと思っても、看護師さんにお願いして、７千円から８千円の単価では、どうにもしかたがないし、やはり障がい者ありきで、障がい者のことを思った感じの施策にしてほしいと思うのですがね。

○会長　そうですね。

○委員　はい。そして、みんなは病院でショートステイに行きたいかといえば、障がいの重い子どもでも病院では嫌だと。やはり福祉型のところがいいと。なぜかといえば、日中があるというのです、生活が。病院に行ってしまったら生活がなくなってしまうので。寝たきりになるので。やはり日中型のあるところへ行きたい人が多くてね。

　それでも、よう取ってあげられないのが、ものすごくつらいのです。そんなに一遍に取ってほしいと言われても。看護師さんを採らないことにはと。看護師さんに一晩お願いしたらどれくらいかなと考えたときに。

○会長　それはもう、本当にケタが違いますね。さっきも報告書に出ていますが、では看護師さんが一人で重圧で、これをやっていけるのかというと、またこれは問題になっていきますね。そういったところも含めて、どれくらいという、どのようにしていけばというのが大きなポイントになると思いますね。

○委員　そうですね。私は、重症心身障がいの子を受け入れたときだけでいいから、病院と同じ金額にしてほしいと、ずっとお願いに行っているのですが、一人当たりの金額を。細かい話なのですが。

○会長　いえいえ、とんでもないです、はい。

○委員　細かい話で申し訳ないのですが。

○会長　大事なことです。そういう意味では、委員がおっしゃっていただいたみたいに家族ができるのだから、ほかの非専門職がやってもいいだろうというところを、どう論理的にクリアできるかどうか。これは一つのポイントになってくるのか。これはなかなか難しいですよね。

○委員　僕たちも言っていながら、あまり荒っぽいことをすべきではないというか、誰でもいい、何でもいいみたいなことになると、本人さんの健康や命を守らないといけないときに、分からないけども、やれるからといってやって。それは本当に、別の問題が生じると思うので。それを整然とやるための仕組みというのが、やはり要ると思うのです。

　だから、50時間かどうか分からないですが、その研修を、寝ていてもなんて言うと怒られますが、とにかく聞いていたら、それで全部できてしまうという。そんな楽なものではないというのは、現場に行っている者は分かっているわけですね。

○会長　そうですね。

○委員　余分な時間を取るかもしれませんが、やはりスタッフが呼吸器を付けている人のところへ行って、ぴいぴい音が鳴って、どうするという、このまま死んじゃうのかなという覚悟までして、もう怖くて怖くてしようがない。たまたま、めったにないところが外れていて、音が鳴って。でも、それはつないだらしまい。

　これは、考え方によれば、医療関係者というか専門職でなくても、むしろ作った人だったらすぐ分かったかもしれないけど、看護師さんやドクターだって、分からないかもしれないことなのです。それでも、すごく緊張した中でやっている怖さが現場にはあるので、単純に資格があるからやってもいいと言われても、できるものではないですね。

　そういう意味では研修体制と、間違いなくワンセットであり、責任の明確にしているところがなければ、僕は確かにできないと思います。単価だけでもないところだと思いますね。

○会長　命を扱いますからね。本当にぎりぎりのところで。

　なかなかすぐには結論が出にくいところですが、報酬単価のことも含めて、どうあるべきかというところで。もう時間が５分くらいしかない。一言ずつくらいで、いろいろ皆さん、せっかくでございますので、委員から、特に感じたことで結構ですのでお話しいただければと思います。

○委員　やはり、泉州地域医療のような、どうやったら生きていけるのかなと。地域の中で生きていくのは、大変な現状ではありますので。今、重い人はケアホームで地域で受け止めますというのがあるのですが、ケアホームというイメージからすると、私たちからは医療型のケアホームと普通のケアホームに分けてほしいくらい、医療機関に医療型のケアホームを付けてほしいというイメージを持った制度でやってほしいと。そういう声があるのです。そうすると、地域の中で生きていけるのかなという意見もありました。

○会長　はい、ありがとうございました。委員は先ほど。何か追加。

○委員　はい。ただもう一つ、グループホームにしても、ケアホームにしても、結局自分たちで作らないといけない。うちの堺市などでは一人500万円と言っているのです。作ってグループホームに入るには。

　はい、そうです。だから、この前出来た茨木市じゃない、あっちのほうも一人500万円と聞いています。ケアホームを作ったとき、入所をするときに。それだけたくさんのお金が掛かるのです。それで、地域で地域でと言いながら、500万円払える人はなかなかいないです。

○会長　そうですね。はい、ありがとうございました。なかなか重たいお話です。委員。

○委員　はい。私たち施設でも、地域移行に対するアンケート調査はよく受け取るのです。ただ、今回いろいろな調査結果を見せていただきましても、なかなか私たち施設に入園されているような方は、医療的なケアはかなり必要な方が多いものですから、なかなかこの現状では、地域移行は困難なのかなというのが、すごく今回の調査でより実感として感じられたかなというのがあります。

○会長　はい。ありがとうございました。委員、追加で。

○委員　では一つだけ。ケアホームに関して、ここに、すでにシート案の中で課題が立って、これだけまとまるというか、いっぱいある中で出ているように、今現状のケアホームという仕組みが重い方、特に医療的なケアが必要な方の暮らしの場とは、決してなっていないということが、もうはっきりしていると思うのです。そこを認知した上で、次のことを考えるべきだと思うのです。

○会長　なるほどね。はい。委員、いかがですか。

○委員　高齢者の医療などを見ても、一応基本的に医療の必要度に基づいて医療提供をするという状況になってきて。それが重症の心身障がい児の場合、急性期は急性期できっちり医療は提供するだろうけども、慢性期の医療的ケアに関してどれだけ国が手当をするかと言われたら、高齢者医療から見ても難しいかなという感じがするのです。

　ただ、介護保険で出てきているような療養型の老人保健施設や、ああいう系統のものが障がいの方々のところでも施設類型として出てくれば、レスパイトの機能も果たせていくのではないかなという感じがします。

　今度24時間対応型という部分で、小規模多機能の訪問看護、訪問介護という類型を作っていくことになっているのですが、おそらく５人以下のところはデータが出ていますが、頑張っているだけだと思うのです。本当は、やはり20人以上の事業所さんがやるべきだと思うので、私はやはりある程度大規模なところが24時間地域へ出ていくものに持っていかないといけないのかなと思いますので。

　そして、高齢だけではなくて、障がいの方々にもそういうものに見込むようもっていかないといけないのではないかなと、施設的なものとしては。

○会長　なるほど。

○委員　そして、介護職の医療的ケアに関しては、私はそんな資格などは作らないほうがいいという考えなのですが。

○会長　なるほど。

○委員　先ほどおっしゃったように、資格があれば、どんなにスキルが悪い人でもできるやないかという感じは、あまり良くないと。今、重症の心身障がい児の方々の現場を知っている方々は、何も介護福祉士でなくても、誰でもできるという。そういう研修であったり、実技であったりして、安心してご家族の方と信頼関係を持って、医療的ケアができるようなものにするという感じでいければいいのかなと。

　医療行為とは違うという考えで、やはり議論をしていかないと。医療行為は医師法が絡んできますので。だから、医療的ケアと医療行為を分けて議論をしていかないと、また変なところで対決みたいな感じが起こってくると思いますので。そこをどのように医療的ケアを制度化していくのかが大切だと思うのです。

○会長　はい。ありがとうございます。はい。いかがですか。

○委員　はい。私は以前、高齢者のグループホームで、その後障がい者のグループホーム、ケアホームも担当させてもらってきた経過があるのですが、正直に言って、先ほど委員さんもおっしゃっていましたが、今の制度の中でケアホームというのは、本当に今回も医療的ケアの必要な重症心身障がい児（者）の方の住まいという仕組みとして、本当にどうなのだろうかという部分は正直なところ、難しいなと。

　だから、この検討会の命題としては、やはりそれを検討するということですので、もう少しいろいろ考えてみたいと思います。

○会長　はい。ありがとうございました。いかがですか。

○委員　今日は少し時間が過ぎまして入ってきたのですが。今日は午前中、地域で一応私たちの選定委員会をしていたのですが、応募事業者１社。これは老人保健施設なのですが、その選定委員会で少し遅れまして、どうもすみませんでした。

○会長　いえいえ。

○委員　先ほどから議論になっている看護師とヘルパーの医療的ケアですね。どの辺まで掘り下げていくかというのは、大変難しいとは思うので、いろいろな意見があって答えが非常に出にくいとは思うのですが。その辺の取り組みですね。

　どうしていけばいいか、結論はこの場では出にくいとは思うのですが。

○会長　はい。ありがとうございました。

○委員　医療的ケアに関して、私も委員のお考えに同感です。ご意見の中で、ヘルパーさんも医療的ケア、たんの吸引くらいやってもらえたらいいのにとおっしゃっている方は、そのベースにそのヘルパーさん個人との信頼関係がすでに成り立っていて、この人にだったら任せられるのにできないというご不満であって、ヘルパーさんすべてにやってもらえたら、どの方でも自分の大事な子どもさんを任せるというのは絶対スタンスは違うと思うので。

　やはり資格ではなくて、親御さんとの信頼関係に基づくところがベースというのは、間違わないようにしたいという感じを強く思うのと。

　ヘルパーさんにしろ、訪問看護にしろ、在宅医療生活における日々のレスパイト。それから、月１回でも、短期入所事業所に預けたり、親せきの法事にも行けないとか、そういう預けるためのレスパイト。

　あまりにも課題が多過ぎるので。そして、どれ一つ、今これだという解決策は非常に短期的には見つからない中で、最後の報告や提言をどういう形で持っていくのかが、とても課題満載で答えがない中で、苦しい感じがしていまして。そのイメージを持つときに、短期的、中期的、長期的ではないですが、おそらく国の制度改正などが伴うというのは、かなり中期的、長期的な話で、短期的に何ができるというのは少ないと思うのですが。

　でも、今不十分だけど、これとこれとを組み合わせたり、こういうことを地域での取り組みとして、国の制度改正を待たずしても、できることがあるのではないかというところは、ぜひ具体的な対応策を出していかないと、全部、国さん、これもして、これもしてということになったら。

○会長　そうですね、なかなか進まない。

○委員　という気がしました。

○会長　はい。おっしゃっていただいたとおりでございます。時間がすでに５分過ぎておりまして、皆さん方の意見をどこまで反映できるか不安な点も多々ありますが。いずれにせよ、これは３月までの報告でございます。

　一定の方向性としてどのようにしていくのかという長期的なスパンで考えていく。これは、やはり国の施策、あるいは障がい者の施策のありようと大きく外れるということでは困ると思っています。

　国の流れを見ながら、どのように権利を基準に地域移行、あるいは地域生活のありようをどのように具現化するかということだろうと考えているところでございます。

　またこの辺りは、皆さんのご意見をできるだけ盛り込む形で報告書を作成したいと思っております。一定今日は、課題抽出につきましては、これでいいのかどうかも含めて、また宿題でございますので、宿題ということになりますが、お願いしたい点もございます。

　あと、事務局に譲りまして、宿題のお願いを事務局からしていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

（５）その他

○事務局（）　本日、資料５、６、７という形で、課題の抽出という形でご議論をいただいた補足ですが、本日ご検討をいただきました課題を反映いたしました課題解決策検討シート。前回もお送りさせてもらったのですが、来週１月16日までにメール、もしくは郵送で各委員の皆さまにお送りさせていただきたいと考えております。大変お忙しいところ申し訳ないのですが、次回の検討会が２月４日の金曜日となっておりますので、取りまとめの都合上、１月28日金曜日までに解決策を各委員さまにおかれましてご検討いただいて、１月の28日金曜日までに事務局までお送りいただければ幸いだと考えております。

○会長　はい。28日までということで、毎回毎回宿題をお出しするようで心苦しいのですが、よろしくお願いしたいということでございます。

　それでは、最後に２月４日、次回予定しておりますことについて、少し事務局からお願いいたします。

○事務局　本日は長時間にわたり、ご審議をいただきまして、誠にありがとうございました。

　次回の検討会は、２月の４日金曜日、午後２時から。すみません、第１回目から本日の会議まではこちらの会議室を使っていたのですが、次回は大阪府の公館、大阪府庁本館を、昔知事公舎と呼ばれた大阪府の公館というところがございます。そちらで開催したいと考えております。

　また、追って正式にご依頼申し上げさせてもらうときに、地図も添付させていただきますので、どうぞお間違いのないようにお越しいただければと考えております。

　どうもありがとうございました。

○会長　はい。一応２月４日、場所が変わるようでございますので、お間違いのないようにお集まりいただければ、ありがたいと思います。その他は、もうないですね。

　では、一応これで終わらせていただきたいと思います。司会がまずくて、10分ほど遅れてしまいました。第５回委員会、これで終了させていただきます。ありがとうございました。

○複数　ありがとうございました。

（終了）
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